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　付　　　　　　　    10件 　付　　　　　　　    27件 　付　　　　　　　    17件 　付　　　　　　　    20件
・しゃべり場開催　　   3回 ・しゃべり場開催　　   2回 ・しゃべり場開催　　   2回 ・しゃべり場開催　　   1回
・職員研修開催　　   2企画 ・職員研修開催　　   1企画 ・職員研修開催　　   2企画 ・職員研修開催　　   1企画
・まつり場開催　　   1企画 ・まつり場開催　　   1企画 ・まつり場開催　　   1企画

　まちづくりコーディネーターの活用状況調査アンケートを実施したことで、まちづくりコーディネーターへの意向や現

成果
状の課題等が把握できた。

 市民活動支援基金への寄付及び補助金交付申請を増やすため、更なる周知・広報を図る必要がある。また、まつり場に

ついてより市民参画が実現しやすくなるよう検討していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 まちづくりコーディネーター派遣回数（回） 14 19 10 15 20
指標
成果 かりや夢ファンド申請件数（件） 10 29 14 20 25
指標

 個別に類似の事業を実施している自治体は県内にいくつかあるものの、刈谷市のように施策を体系立て、
他市との 相互の連携を持った取り組みはほとんど見られない。
比較検証
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Ｃ
　
事
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コ
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ス
　
ト

単位：千円
２

　

７年度 ２８年度 ２９年

　

度 ３０年度 ２９年度

（

実

決算） （決算） （決算

　

） （予算） 事業費内訳

　

事業費　① 6,915

施

7,888 7,472

　

8,014 合計 7,4

　

72,225 円
報償

∨

費 47,000 円

財
　
源

特定財源 676 1,679 1,394 1,381 旅費 24,440 円
委託料 5,993,935 円

一般財源 6,239 6,209 6,078 6,633 使用料及び賃借料 12,850 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 7,834 7,815 12,795 10,529 交付金 1,394,000 円

総事業費（①＋②） 14,749 15,703 20,267 18,543

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金繰入金

３１年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

０

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 参加・協働
施策

平

体系
施策の内容 参加・

成

協働の機会の充実

目
　

２

　
　
的

　共存・協働の

９

まちづくりを推進する

年

ため、

主
た
る
内
容

○共

度

存・協働のまちづくり

評

推進委員会の運営
共存

価

・協働のまちづくり推

）

進委員会の運営及 ○コ

刈

ーディネーター育成講

谷

座（学び舎）の開
び推

市

進に向けた具体的な施

事

策を実施し、市民 　催

務

同士がつながりあい、

事

主体的に活動するまち

業

○市民活動支援基金（

評

かりや夢ファンド）補

価

を目指す。 　助金の交

シ

付
○｢わがまちのしゃ

ー

べり場｣の開催
○市職

ト

員への市民協働研修の

（

実施
○協働に向けた意

様

見交換会｢協働のまつ

式

り場｣
　の開催

位
置
づ

１

け

関連計画 刈谷市共存

）

・協働のまちづくり推

会

進基本方針

根拠法令 刈

計

谷市共存・協働のまち

名

づくり推進条例、刈谷

担

市市民活動支援基金条

当

例

対象者 対象者を限定

部

せず 事業期間 平成１９

市

年度 ～

実施方法 ■直営

民

　■委託　□指定管理

活

　■補助・助成　□そ

動

の他

部

一般会計
市民協

Ｂ
　
事
　
業
　

働

実
　
績

２７年度実績 ２

推

８年度実績 ２９年度実

進

績 ３０年度計画

・委員

事

会運営　全体　   

業

3回 ・委員会運営　全

担

体　   3回 ・委員

当

会運営　全体　   

課

3回 ・委員会運営　全

市

体　   2回
　　　

民

　　　　部会　   

協

4回 　　　　　　　部

働

会　   5回 　　　

課

　　　　部会　   

款

4回 　　　　　　　部

項

会　   6回
・学び

目

舎（基礎編）　   

担

6回 ・学び舎（実践編

当

）    10回 ・学

係

び舎（基礎編）　  

協

 6回 ・学び舎（実践

働

編）　  10回
・市

推

民活動支援基金補助金

進

交 ・市民活動支援基金

係

補助金交 ・市民活動支

2

援基金補助金交 ・市民

1

活動支援基金補助金交



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢化や

平

家族のあり方が変容す

成

る中、市民ニーズは
・

３

法的業務
高い

複雑化、

０

多様化している。これ

年

に対し、行政による対

度

応だ
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 けではな

平

く、住民一人ひとりが

成

まちの課題を自分ごと

２

とし
・市民生活上必要

９

である　など て捉え、

年

共存協働の意識に基づ

度

く、地域での支えあい

評

の必
要性は高まってい

価

る。
　本事業はＮＰＯ

）

団体へ委託により、専

刈

門知識、育成ノウ
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

ハウを活用する

事

ことにより、事業全体

務

を効果的な実施に努
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性 めている。
・手段の

評

最適性　など

　刈谷市

価

共存・協働のまちづく

シ

り推進基本方針の中で

ー

示さ
・市が主体となっ

ト

て実施する
高い

れてい

（

る「自分ごと」の考え

様

方、共存協働の意識の

式

伸張を
妥当性 　べき事

２

業であるか 図るため、

）

市民、各種団体、市の

会

協働により、実施すべ

計

き
・総合計画との整合

名

性　など 事業である。

担

　まちづくりに関心の

当

高い市民の育成を図る

部

ため、市民同

施策への

市

・施策への貢献度
高い

民

士が交流を行う場を多

活

く提供し、市民の参加

動

・協働の機会
・目標達

部

成度 の充実を図ってい

一

る。
貢献度 ・市民サー

般

ビスへの効果　など 　

会

今後の方向性 □拡充　

計

□現状維持　■改善・

市

効率化　□縮小　□終

民

期設定　□休止・廃止

協

　刈谷市共存・協働の

働

まちづくり推進基本方

推

針に基づいた事業展開

進

していくために、実施

事

事業の進捗管理を行い

業

なが
ら新たな視点によ

担

る体制整備を検討する

当

。

課 市民

Ｃ
 
　
Ｈ

協

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

働

　
∧
　
評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



働

参加者数　　171人

推

・つむぎ場参加者数　

進

　200人・つむぎ場

係

参加者数　　200人

2

・つむぎ場参加者数　

1

　210人
・つながる

1

ねット ・つながるねット ・つながるねット ・つながるねット
　　セッション数 　36,365件　　セッション数 　33,718件　　セッション数 　30,748件　　セッション数 　33,000件
・保険適用数　　　　　 14件・保険適用数　　　 　　 9件・保険適用数　　 　　　 9件・保険適用数　　 　　　 9件

　相談件数、団体・個人登録数が前年度より増加したことにより、市民活動センターのボランティアに関する情報・人・

成果
物の交流の場としての機能の充実を図ることができた。

　つながるねットのＰＲイベントを実施したが、活用実績が伸びなかったためにＰＲ方法を再度検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 市民だより掲載件数（件） 10 11 11 12 13
指標
成果 市民ボランティア活動センター登録数（団体） 473 488 510 530 540
指標

つながるねっと登録団体数（H30.3.31現在）　合計：824団体
他市との 刈谷市 510　知立市 149　高浜市 74　東浦町 91
比較検証  

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（

Ｄ

決算） （決算） （決算

　

） （予算） 事業費内訳

　

事業費　① 35,69

　

6 35,156 34,

Ｏ

960 35,627 合

　

計 34,960,06

　

5 円
旅費 14,88

∧

0 円

財
　
源

特定財源

　

1,495 1,498

　

1,497 1,497

実

需用費 2,540,0

　

10 円
役務費 459

　

,242 円

一般財源

施

34,201 33,6

　

58 33,463 34

　

,130 委託料 29,

∨

338,410 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 7,051 6,643 4,653 3,510 2,607,523 円

総事業費（①＋②） 42,747 41,799 39,613 39,137

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
元気な愛知の市町村づくり補

３１年度以降の事業費見込 0 助金

平成３

Ｐ
　

０

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 参

平

加・協働
施策体系

施策

成

の内容 市民活動の推進

２

目
　
　
　
的

　地域づく

９

りの担い手として、市

年

民が主体と

主
た
る
内
容

度

○ボランティアが交流

評

できる市民ボランティ

価

なった市民ボランティ

）

ア活動が発展していく

刈

　ア活動センターの管

谷

理運営
環境づくりを目

市

指すとともに、市民ボ

事

ランテ ○3市1町によ

務

るボランティア活動情

事

報サイト
ィア活動情報

業

の受発信と活動支援の

評

場を提供 　「かりや衣

価

浦つながるねット」を

シ

活用し、
することによ

ー

り、市民ボランティア

ト

活動の活 　市民ボラン

（

ティア活動に関する各

様

種情報の
性化を図る。

式

　提供
○市民活動総合

１

補償制度の運用

位
置
づ

）

け

関連計画 刈谷市共存

会

・協働のまちづくり推

計

進基本方針

根拠法令 刈

名

谷市民ボランティア活

担

動センター条例

対象者

当

市民 事業期間 ～

実施方

部

法 ■直営　■委託　■

市

指定管理　■補助・助

民

成　□その他

活動部

一般会計
市

Ｂ
　

民

事
　
業
　
実
　
績

２７年

ボ

度実績 ２８年度実績 ２

ラ

９年度実績 ３０年度計

ン

画

・相談件数　　　　

テ

　1,135件・相談

ィ

件数　　　　　1,1

ア

60件・相談件数　　

活

　　　1,170件・

動

相談件数　　　　　1

支

,200件
・マッチン

援

グ件数　　　116件

事

・マッチング件数　　

業

　116件・マッチン

担

グ件数　　　117件

当

・マッチング件数　　

課

　120件
・団体登録

市

数　　　　473団体

民

・団体登録数　　　　

協

488団体・団体登録

働

数　　　　510団体

課

・団体登録数　　　　

款

530団体
・個人登録

項

数　　　　　186人

目

・個人登録数　　　　

担

　196人・個人登録

当

数　　　　　205人

係

・個人登録数　　　　

協

　215人
・つむぎ場



推進係

2 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

刈谷市民ボランティア

成

活動センターは、市民

３

活動・地域
・法的業務

０

高い
活動の活性化に伴

年

い、活動の拠点施設と

度

して、今後ますま
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 す重要となる。ま

成

た、定住自立圏域内で

２

の活発な情報発信
・市

９

民生活上必要である　

年

など が期待できる。

　

度

施設利用者数や登録団

評

体数も増加している中

価

で、費用面
・コストの

）

節減、費用対効果
普通

刈

では、前年度と同規模

谷

の予算で事業を執行で

市

きており、効
効率性 ・

事

執行体制の効率性 率性

務

は維持できている。
・

事

手段の最適性　など

　

業

施設運営は専門性を持

評

ったＮＰＯが担うこと

価

で、地域に
・市が主体

シ

となって実施する
高い

ー

おけるボランティア活

ト

動支援の中核的な施設

（

として、行政
妥当性 　

様

べき事業であるか 機関

式

と市民活動団体の橋渡

２

し的な役割を担ってい

）

る。
・総合計画との整

会

合性　など

　刈谷市共

計

存・協働のまちづくり

名

推進基本方針に基づき

担

、

施策への ・施策への

当

貢献度
高い

地域の課題

部

に自発的に取り組む市

市

民の支援の場として大

民

き
・目標達成度 く貢献

活

している。
貢献度 ・市

動

民サービスへの効果　

部

など

今後の方向性 □拡

一

充　■現状維持　□改

般

善・効率化　□縮小　

会

□終期設定　□休止・

計

廃止

　刈谷市共存・協

市

働のまちづくり推進基

民

本方針に基づき、市民

ボ

活動の場所および情報

ラ

発信の場を提供する。

ンティア

Ｃ
 
　
Ｈ
 

活

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

動

∧
　
評
　
価
　
∨

支援事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働



1

住民会議参加者数 4

6

12人 　　住民会議参加者数 297人 　　住民会議参加者数　144人

・事業申請に向けた住民会議が行われたことにより、地域の絆づくりのきっかけとなった。

成果
・5地区において実施事業が決定し、交付申請が出された結果、5地区全てが事業採択された。

　申請地区数が停滞しており、住民会議参加者数についても減少傾向にある。申請を促す対策の実施と、住民会議の実施

方法について、検討を行う必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 事業採択をした地区数（地区） 5 8 5 10 15
指標
活動 住民会議への参加者数（人） 412 297 144 350 650
指標

　他市に同様な事業はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,677 4,104 3,955 3,372 合計 3,954,660 円
報償費 75,000 円

財
　
源

特定財源 2,677 0 0 0 旅費 16,660 円
負担金、補助及び

一般財源 0 4,104 3,955 3,372 交付金 3,863,000 円

職員人件費　② 4,701 4,298 3,56

Ｄ

7 4,290

総事業費

　

（①＋②） 7,378

　

8,402 7,522

　

7,662

建
設
事
業

全

Ｏ

体事業費（単位：千円

　

） 0 ２９年度特定財源

　

名称

２９年度までの累

∧

積事業費 0

３１年度以

　

降の事業費見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

０

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 参加・協働
施

平

策体系
施策の内容 地域

成

活動の推進

目
　
　
　
的

２

　自治会等が提案する

９

事業に対して経費を助

年

主
た
る
内
容

○自治会等

度

から提案された事業に

評

対して審査
成すること

価

で、地域コミュニティ

）

の絆づくり 　会を経た

刈

うえで「元気な地域応

谷

援交付金」
及び活性化

市

を図る。 　を交付する

事

。
○次年度事業を検討

務

する自治会等に対して

事

申
　請に向けた支援を

業

行う。

位
置
づ
け

関連計

評

画

根拠法令 元気な地域

価

応援交付金交付要綱　

シ

元気な地域応援交付金

ー

審査委員会設置要綱

対

ト

象者 自治会 事業期間 平

（

成２６年度 ～ 平成３５

様

年度

実施方法 □直営　

式

□委託　□指定管理　

１

■補助・助成　□その

）

他

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　
業
　
実

活

　
績

２７年度実績 ２８

動

年度実績 ２９年度実績

部

３０年度計画

・平成2

一

6年度に事業採択され

般

・平成27年度に事業

会

採択され ・平成28年

計

度に事業採択され ・平

地

成29年度に事業採択

域

され
　た5地区に対し

活

て交付金を交　た8地

動

区に対して交付金を交

活

　た8地区に対して交

性

付金を交　た5地区に

化

対して交付金を交
　付

事

した。 　付した。 　付

業

した。 　付する。
・平

担

成28年度の事業内容

当

を検 ・平成29年度の

課

事業内容を検 ・平成3

市

0年度の事業内容を検

民

・平成31年度の事業

協

内容を検
　討する地区

働

に対して申請に 　討す

課

る地区に対して申請に

款

　討する地区に対して

項

申請に 　討する地区に

目

対して申請に
　向けて

担

支援を行った。 　向け

当

て支援を行った。 　向

係

けた支援を行った。 　

地

向けた支援を行う。
　

域

　申請地区　    

支

   8地区 　　申請

援

地区        

係

 8地区 　　申請地区

2

　　　　　5地区
　　



6

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自治会加入

平

者の減少や役員の担い

成

手不足など、地域コミ

３

・法的業務
高い

ュニテ

０

ィの希薄化が問題視さ

年

れる中、地域の絆づく

度

り及び
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 活性化

平

を図る上での効果的な

成

施策と考えている。
・

２

市民生活上必要である

９

　など

　外部委員で構

年

成する審査委員会の審

度

査を経て執行される
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
普通

こととなって

）

おり、効果的な仕組み

刈

と考える。
効率性 ・執

谷

行体制の効率性
・手段

市

の最適性　など

　地域

事

自治の仕組みを構築す

務

るためには、地域住民

事

の連携
・市が主体とな

業

って実施する
高い

強化

評

が不可欠である。この

価

ため、市が地域内の協

シ

働を推進
妥当性 　べき

ー

事業であるか する施策

ト

を行う必要がある。
・

（

総合計画との整合性　

様

など

　地域内の協働が

式

進むことで地域内組織

２

の絆が深まり、総

施策

）

への ・施策への貢献度

会

高い
合計画の重点プロ

計

ジェクトである、地域

名

力及び市民力の向
・目

担

標達成度 上に寄与する

当

。
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

市

の方向性 □拡充　□現

民

状維持　■改善・効率

活

化　□縮小　□終期設

動

定　□休止・廃止

・事

部

業内容を検討する地区

一

に対して、申請に向け

般

た支援を行う。
・申請

会

地区数の増加に向けた

計

対策を検討する。

地域活動

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

活

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

性

評
　
価
　
∨

化事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2 1



2 1 6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 5,301 743 合計 5,300,712 円
役務費 611,280 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購入費 4,689,432 円

一般財源 0 0 5,301 743

職員人件費　② 0 0 2,481 2,652

総事業費（①＋②） 0 0 7,782 3,395

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

０

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 計画推

（

進

基本施策 参加・協働

平

施策体系
施策の内容 地

成

域活動の推進

目
　
　
　

２

的

　地域活動に必要な

９

物品等の運搬用として

年

車

主
た
る
内
容

〇利用団

度

体
両（軽トラック）を

評

貸出し、地域活動の利

価

便 　　自治会
性を高め

）

活性化を図る。 　　自

刈

治会が適当と認めた団

谷

体
〇車両配備
　　刈谷

市

市役所　　　　　2台

事

　　富士松支所　　　

務

　　1台
　　東刈谷市

事

民センター　1台
　　

業

小垣江市民センター　

評

1台
　　北部市民セン

価

ター　　1台
　　
　　

シ

　　

位
置
づ
け

関連計画

ー

根拠法令 刈谷市地域活

ト

動車両貸出事業実施要

（

綱

対象者 自治会 事業期

様

間 平成２９年度 ～

実施

式

方法 □直営　□委託　

１

□指定管理　■補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 市民

Ｂ

活

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

動

年度実績 ２８年度実績

部

２９年度実績 ３０年度

一

計画

　 　 ・申請があっ

般

た自治会に対し ・申請

会

があった自治会に対し

計

　 　 　て、地域活動車

地

両の貸出を 　て、地域

域

活動車両の貸出を
　 　

活

　行った。 　行う。
　

動

　 　　貸出件数　  

車

     133件
　

両

　　――――――― 　

貸

　　―――――――

　

出

地域活動車両を必要と

事

する自治会に貸出する

業

ことで、地域活動の活

担

性化を図ることができ

当

た。

成果

　利用が多い

課

地区と少ない地区の二

市

分化が進んでいるため

民

、地域活動車両の利便

協

性の向上を図り利用件

働

数を増やす。

課題

指標

課

名称（単位）
実績値 目

款

標値

２７年度 ２８年度

項

２９年度 ３０年度 ３２

目

年度

活動 地域活動車両

担

の貸出件数（件） ― ―

当

133 216 324
指

係

標
活動
指標

他市との
比

地

較検証

域支援係



1 6

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自治会加

平

入者の減少や役員の担

成

い手不足など、地域コ

３

ミ
・法的業務

高い
ュニ

０

ティの希薄化が問題視

年

される中、地域活動を

度

支援する
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 車両

平

を貸出することで地域

成

活動が活性化され、地

２

域の絆づ
・市民生活上

９

必要である　など くり

年

の促進を図る上で効果

度

的な施策と考えている

評

。

　ガソリン代につい

価

ては、利用した自治会

）

が負担しており
・コス

刈

トの節減、費用対効果

谷

普通
、コストの節減に

市

も努めている。
効率性

事

・執行体制の効率性
・

務

手段の最適性　など

　

事

自治会が単独で車を購

業

入することは費用の面

評

で負担が大
・市が主体

価

となって実施する
高い

シ

きいため、市が購入し

ー

貸し出すことで自治会

ト

の負担を軽減
妥当性 　

（

べき事業であるか して

様

いる。
・総合計画との

式

整合性　など

　地域活

２

動を活性化することに

）

よって地域内組織の絆

会

が深

施策への ・施策へ

計

の貢献度
高い

まり、総

名

合計画の重点プロジェ

担

クトである地域力及び

当

市民
・目標達成度 力の

部

向上に寄与する。
貢献

市

度 ・市民サービスへの

民

効果　など

今後の方向

活

性 □拡充　□現状維持

動

　■改善・効率化　□

部

縮小　□終期設定　□

一

休止・廃止

申請件数の

般

増加に向けた対策を検

会

討する。

計
地域

Ｃ

活

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

動

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

車

∨

両貸出事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2



2

映） 　（映画上映） 　

1

（高校生・大学生キャ

1

リア 　　ントの開催）
　　来場者数　　  　 116人 　　来場者数　　  　 176人 　　デザインイベント） 　（映画上映）
・女性団体等への活動支援 ・女性団体等への活動支援 　　参加者数　延べ200人 ・「日本女性会議2018in金　
・啓発リーフレットの作成 ・職員による啓発リーフレッ 　（映画上映）来場者数133人　沢」への参加

　トの作成 ・「日本女性会議2020」の開 ・職員による啓発リーフレッ
　催申請 　トの作成

・広報紙やホームページを活用した啓発を実施。

成果
・イベント内容の見直しを図り、参加者数が増加した。

・市の女性職員10人によるリーフレットの作成を行い、職員意識の向上を図った。 

　若年層向けのイベントを企画・実施したが、周知方法に苦慮し、参加者が少数にとどまった。　

より幅広い年齢層にイベント等の周知を行うため、情報発信ツールを増やす必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 イベント開催回数（回） 2 2 4 4 4
指標
成果 イベント参加人数（人） 1,190 1,728 2,033 2,050 2,100
指標

近隣市の啓発イベント開催状況
他市との 碧南市（年1回）、安城市（年2回）、知立市（年1回）、高浜市（年0回）
比較検証

Ｄ
　
　

Ｃ
　

　

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

Ｏ

位：千円
２７年度 ２８

　

年度 ２９年度 ３０年度

　

２９年度

（決算） （決

∧

算） （決算） （予算）

　

事業費内訳

事業費　①

　

973 1,661 3,

実

812 3,904 合計

　

3,811,947 

　

円
報償費 910,84

施

0 円

財
　
源

特定財源

　

0 0 403 0 旅費 25

　

3,780 円
需用費

∨

264,781 円

一般財源 973 1,661 3,409 3,904 委託料 1,519,616 円
使用料及び賃借料 855,930 円

職員人件費　② 3,134 3,126 10,701 15,209 負担金、補助及び
交付金 7,000 円

総事業費（①＋②） 4,107 4,787 14,513 19,113

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 地域女性活躍推進交付金（県
）

３１年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

０

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 計画推

（

進

基本施策 共生・交流

平

施策体系
施策の内容 男

成

女共同参画の推進

目
　

２

　
　
的

　男女共同参画

９

社会を実現するため、

年

「男女

主
た
る
内
容

○広

度

報紙等による啓発の実

評

施
共同参画の意識づく

価

り」を基本目標とし、

）

広 ○国の男女共同参画

刈

週間に合わせ、男女共

谷

同
報紙等による啓発及

市

び男女共同参画イベン

事

ト 　参画に関するイベ

務

ント「あなたとわたし

事

の
を実施することによ

業

り、市民の男女共同参

評

画 　ハーモニー」の開

価

催
意識の向上を図る。

シ

　・各課協力のもと映

ー

画上映・講座等の開催

ト

　・展示ギャラリーで

（

啓発パネル等の展示
　

様

・各講座等に臨時保育

式

室の設置
○男女共同参

１

画講演会の開催
○男女

）

共同参画に関するリー

会

フレットの作成

位
置
づ

計

け

関連計画 刈谷市男女

名

共同参画プラン

根拠法

担

令 男女共同参画社会基

当

本法、女性の職業生活

部

における活躍の推進に

市

関する法律

対象者 市民

民

事業期間 平成１５年度

活

～

実施方法 ■直営　■

動

委託　□指定管理　□

部

補助・助成　□その他

一般会計
男女共同参

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

画

績

２７年度実績 ２８年

啓

度実績 ２９年度実績 ３

発

０年度計画

・広報紙等

事

による啓発 ・広報紙等

業

による啓発 ・広報紙等

担

による啓発 ・広報紙等

当

による啓発
・啓発イベ

課

ントの開催   2回

市

・啓発イベントの開催

民

   2回 ・啓発イベ

協

ントの開催　 4回 ・

働

啓発イベントの開催　

課

4回
　（講演会･講座

款

･展示等） 　（講演会

項

･講座･展示等） 　（

目

講演会･講座･展示等

担

） 　（講演会・講座等

当

）
　  参加者数　 

係

延べ1,074人 　 

地

 参加者数　 延べ1

域

,552人     参

支

加者数　延べ1,70

援

0人 　（高校生・大学

係

生向けイベ
　（映画上



1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　男女共同

平

参画社会基本法に掲げ

成

る市町村計画として、

３

ま
・法的業務

高い
た女

０

性活躍推進法に掲げる

年

市町村推進計画として

度

も位置づ
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 け、

平

更なる男女共同参画社

成

会の推進が求められて

２

いる。
・市民生活上必

９

要である　など

　女性

年

団体との協働により講

度

座を実施するなど、事

評

業の効
・コストの節減

価

、費用対効果
普通

率的

）

な運用を図っているが

刈

、イベントの実施内容

谷

により参
効率性 ・執行

市

体制の効率性 加者数が

事

大きく増減する面もあ

務

る。各種団体と協議し

事

、よ
・手段の最適性　

業

など り魅力的で効率的

評

なイベントの実施を検

価

討する必要がある
｡
　

シ

男女共同参画社会の形

ー

成は、行政・企業・市

ト

民それぞれ
・市が主体

（

となって実施する
高い

様

に取組む必要がある。

式

中でも行政の率先垂範

２

が求められて
妥当性 　

）

べき事業であるか おり

会

、積極的に推進してい

計

く必要がある。
・総合

名

計画との整合性　など

担

　男女がともに子育て

当

・介護などの家庭生活

部

と仕事を両立

施策への

市

・施策への貢献度
高い

民

できる社会の実現を目

活

指すため、本事業の推

動

進により男女
・目標達

部

成度 共同参画の推進に

一

資するものである。
貢

般

献度 ・市民サービスへ

会

の効果　など

今後の方

計

向性 ■拡充　□現状維

男

持　□改善・効率化　

女

□縮小　□終期設定　

共

□休止・廃止

・「あな

同

たとわたしのハーモニ

参

ー」を始め、イベント

画

等への参加人数を着実

啓

に増やしていくため、

発

魅力のあるコンテ
ンツ

事

の企画、実施に努める

業

。
・事業実施にあたっ

担

ては、講座やイベント

当

への参加に留まらず、

課

その後の自主的な活動

市

につなげ、活動の輪を

民

広げて
いくことも重要

協

だと考えている。
・若

働

年層へのイベントを実

課

施し、幅広い年齢層へ

款

のイベントの周知を図

項

る。

目 担当

Ｃ
 
　

係

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

地

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

域支援係

2



1

等への参加者が増加し

1

ており、日

成果
本人住民と外国人住民の共生に対する認識の広がりがみられる。

　事業効果を高めるため、より多くの外国人市民の協力者を確保することが必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 ＥＳＤ推進メニューの受講者数（人） ― ― 145 150 200
指標
成果 企画運営における外国人市民の参加者数（人） 1 1 3 4 5
指標

　県内にも多文化共生推進計画を策定している自治体はいくつかあるが、市民主体のプロジェクトチームが
他市との 事業を行う例はあまり見られず、本市の事業は先進的な取組である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,982 2,980 3,869 3,028 合計 3,868,700 円
報償費 106,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,760,300 円
使用料及び賃借料 2,200 円

一般財源 2,982 2,980 3,869 3,028

職員人件費　② 9,401 9,378 10,469 8,189

総事業費（①＋②） 12,383 12,358 14,338 11,217

建
設
事
業

全体

Ｄ

事業費（単位：千円）

　

0 ２９年度特定財源名

　

称

２９年度までの累積

　

事業費 0

３１年度以降

Ｏ

の事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

０

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 共生・交流
施

平

策体系
施策の内容 多文

成

化共生の推進

目
　
　
　

２

的

　国籍や文化の違い

９

に関わらず、外国人と

年

日

主
た
る
内
容

〇共生の

度

地域・学区プロジェク

評

トの運営支援
本人が互

価

いに対等な関係を築き

）

ながら、地域 〇多文化

刈

対応プロジェクトの運

谷

営支援
社会の構成員と

市

して、豊かに暮らせる

事

まちづ 〇ＥＳＤ実践・

務

推進プロジェクトの運

事

営支援
くりを推進する

業

。 〇国際化･多文化共

評

生推進委員会の運営

位

価

置
づ
け

関連計画 刈谷市

シ

国際化・多文化共生推

ー

進計画

根拠法令

対象者

ト

対象者を限定せず 事業

（

期間 平成２４年度 ～

実

様

施方法 ■直営　■委託

式

　□指定管理　□補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

活

７年度実績 ２８年度実

動

績 ２９年度実績 ３０年

部

度計画

・モデル地域で

一

の市民団体の ・モデル

般

地域での取組をまと ・

会

モデル地域での市民団

計

体の ・モデル地域にお

多

ける外国人
　設立支援

文

　めた冊子の作成 　自

化

立化に向けた取組の実

共

施 　市民の定着に向け

生

た取組
・庁内の外国人

推

対応を整備す ・外国人

進

市民に向けたサービ ・

事

ＥＳＤ推進メニューの

業

試行 ・ＥＳＤ推進メニ

担

ューの安定
　るための

当

勉強会開催　 3回 　

課

ス向上のハンドブック

市

の作 　実施　　　　　

民

　　　 2校 　した仕

協

組みの検討や講師の
・

働

委員会の開催　   

課

    2回 　成 ・委

款

員会の開催　    

項

   3回 　確保
・出

目

前講座用プログラムの

担

作 ・外国人市民が役立

当

つガイド
　成 　ブック

係

作成に向けた検討会
・

協

委員会の開催　   

働

    2回 　議の開

推

催

　刈谷市国際化・多

進

文化共生推進計画の第

係

2期重点協働プロジェ

2

クトに基づくイベント



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　外国人市民

平

の増加傾向により、文

成

化的背景の違いによる

３

・法的業務
高い

地域で

０

の相互理解の必要性が

年

高まっている。市民相

度

互交流
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 等によ

平

り、国籍・年齢・性別

成

を問わず一人ひとりが

２

地域づ
・市民生活上必

９

要である　など くりに

年

参画できる本事業の必

度

要性は高い。

　住民及

評

びＮＰＯ団体等との協

価

働で事業を推進し、効

）

率的
・コストの節減、

刈

費用対効果
普通

な事業

谷

の実施に努めている。

市

効率性 ・執行体制の効

事

率性
・手段の最適性　

務

など

　文化的背景の違

事

いにより発生する問題

業

については、相互
・市

評

が主体となって実施す

価

る
高い

理解が不可欠で

シ

あり、理解を進める機

ー

会を創出するうえで
妥

ト

当性 　べき事業である

（

か ､行政の果たす役割

様

は非常に高い。
・総合

式

計画との整合性　など

２

　第7次総合計画にお

）

ける交流共生分野の施

会

策を担う事業で

施策へ

計

の ・施策への貢献度
高

名

い
あり、地域における

担

多文化共生の推進は、

当

活力ある地域づ
・目標

部

達成度 くりに寄与して

市

いる。
貢献度 ・市民サ

民

ービスへの効果　など

活

今後の方向性 ■拡充　

動

□現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　□終

一

期設定　□休止・廃止

般

　地域に住む日本人市

会

民と外国人市民の相互

計

理解を図るため、市民

多

交流の場や機会を創出

文

していく。

化共生推

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

進

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

事

　
∨

業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進係

2 1



1

外協力隊       4人   ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ関係者 5人 　刈谷北高校          13人
　刈谷北高校          13人 　青年海外協力隊       1人

　刈谷北高校          13人
　刈谷市国際交流協会を通じ、国際化･多文化共生に関する各種事業を推進するとともに、カナダ・ミササガ市との姉妹

成果
都市交流を中心とした国際交流と友好親善を促進できた。

　刈谷市国際交流協会の運営に関して、市と協会のそれぞれの役割や立場を明確化し、協会の自主的な活動を促していく

必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 刈谷市国際交流協会親善ボランティア登録者数（人 262 263 270 284 320
指標 ）
活動 ナマステ・インディア来場者数（人） 3,000 3,500 3,600 3,700 4,000
指標

　県内のほとんどの自治体が国際交流協会を設置しているが、法人格を持つ名古屋市、豊橋市、豊田市、豊
他市との 川市を除き、事業規模は小さい。本市においては、専属職員により積極的な事業展開を図っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８

Ｄ

年度 ２９年度 ３０年度

　

２９年度

（決算） （決

　

算） （決算） （予算）

　

事業費内訳

事業費　①

Ｏ

22,385 23,7

　

76 26,534 29

　

,172 合計 26,5

∧

33,554 円
旅費

　

45,863 円

財
　

　

源

特定財源 10,51

実

2 10,473 10,

　

481 10,293 需

　

用費 148,419 

施

円
負担金、補助及び

一

　

般財源 11,873 1

　

3,303 16,05

∨

3 18,879 交付金 26,339,272 円

職員人件費　② 4,309 3,517 6,979 5,850

総事業費（①＋②） 26,694 27,293 33,513 35,022

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 国際交流振興基金積立金利子
市町村振興協会新宝くじ交付

３１年度以降の事業費見込 0 金

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

０

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 共生・交流
施策

平

体系
施策の内容 国際交

成

流・都市間交流の推進

２

目
　
　
　
的

　在住外国

９

人や諸外国との市民レ

年

ベルの友好

主
た
る
内
容

度

○国際交流の推進と姉

評

妹都市のＰＲ
親善を深

価

め、文化の多様性や相

）

互理解を促進 ○愛知万

刈

博フレンドシップの理

谷

念継承
し、多文化社会

市

の形成と地域社会の国

事

際化を ○外国人市民と

務

の相互理解
推進する。

事

○ボランティア活動の

業

充実
○刈谷市国際交流

評

協会への運営補助

位
置

価

づ
け

関連計画 刈谷市国

シ

際化・多文化共生推進

ー

計画

根拠法令  

対象者

ト

対象者を限定せず 事業

（

期間 昭和５５年度 ～

実

様

施方法 ■直営　□委託

式

　□指定管理　■補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

活

７年度実績 ２８年度実

動

績 ２９年度実績 ３０年

部

度計画

・第9回自治体

一

国際交流表彰　・ﾐｻ

般

ｻｶﾞ市長の招待 ・ﾐ

会

ｻｻｶﾞ市長の招待 ・

計

刈谷市国際交流協会へ

国

の運
　（総務大臣賞）

際

受賞 ・刈谷市長の姉妹

交

都市訪問 ・刈谷市国際

流

交流協会への運 　営補

振

助
・刈谷市国際交流協

興

会への運 ・刈谷市国際

事

交流協会への運 　営補

業

助 ・諸外国及び国際交

担

流関連諸
　営補助 　営

当

補助 ・市長表敬訪問の

課

受入れ 　団体の市長表

市

敬訪問の受入
・市長表

民

敬訪問の受入れ ・市長

協

表敬訪問の受入れ 　ｵ

働

ｰｽﾄﾗﾘｱ･ﾏｸﾚ

課

ﾗﾝｶﾚｯｼﾞ  2

款

1人 　れ
　ｵｰｽﾄﾗ

項

ﾘｱ･ﾏｸﾚﾗﾝｶﾚ

目

ｯｼﾞ  27人 　ﾄ

担

ﾖﾀ紡織学園    

当

      6人   

係

ﾄﾖﾀ紡織学園   

協

       5人
　

働

ﾄﾖﾀ紡織学園   

推

       3人 　

進

ﾃﾞﾝｿｰ工業学園 

係

       7人 　

2

青年海外協力隊   

1

    2人
　青年海



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　世界の多様性

平

を活かし、人や情報の

成

つながりや都市間の
・

３

法的業務
高い

交流を深

０

めるために本事業の必

年

要性は高い。
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

（

・市民生活上必要であ

平

る　など

　専門知識、

成

ノウハウのある専属職

２

員を有する刈谷市国際

９

・コストの節減、費用

年

対効果
普通

交流協会が

度

主体となり、各種イベ

評

ント等を実施すること

価

で
効率性 ・執行体制の

）

効率性 適切な手段が図

刈

られている。
・手段の

谷

最適性　など

　刈谷市

市

国際化・多文化共生推

事

進計画による国際交流

務

や国
・市が主体となっ

事

て実施する
高い

際理解

業

は、総合計画のうち「

評

国際化・多文化共生」

価

にかか
妥当性 　べき事

シ

業であるか る分野の基

ー

本施策を具体化するも

ト

のであるため、妥当性

（

は
・総合計画との整合

様

性　など 高い。

　日本

式

語教室開催やミササガ

２

市との市民団派遣など

）

様々な

施策への ・施策

会

への貢献度
高い

事業を

計

実施しており、国際交

名

流、都市間交流への貢

担

献は高
・目標達成度 い

当

。
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

市

の方向性 □拡充　■現

民

状維持　□改善・効率

活

化　□縮小　□終期設

動

定　□休止・廃止

　刈

部

谷市国際交流協会での

一

ミササガ市民団の受入

般

れやミササガ市への市

会

民団派遣などによる国

計

際化・多文化共生を推

国

進するとともに、刈谷

際

市国際交流協会の更な

交

る事業展開の補助を行

流

う。

振興事

Ｃ
 
　

業

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

担

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



進

一宮市、安城市、蒲郡

係

市、犬山市、新城市、

2

大府市
他市との 、高浜

1

市、田原市、大口町が

1

運用している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 988 800 935 19 合計 934,562 円
積立金 934,562 円

財
　
源

特定財源 505 799 93 19

一般財源 483 1 842 0

職員人件費　② 783 782 388 390

総事業費（①＋②） 1,771 1,582 1,323 409

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金積立金利子
総務管理事業費寄附金

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 参加・

平

協働
施策体系

施策の内

成

容 市民活動の推進

目
　

２

　
　
的

　市民活動の財

９

政的な支援を図るため

年

創設し

主
た
る
内
容

○市

度

民活動支援基金の運用

評

に際して生じた基
た市

価

民活動支援基金を運用

）

し、共存・協働の 　金

刈

利子の積立を行う。
ま

谷

ちづくりの推進を図る

市

。 ○市民活動支援基金

事

への寄附金を募る。

位

務

置
づ
け

関連計画 刈谷市

事

共存・協働のまちづく

業

り推進基本方針

根拠法

評

令 刈谷市市民活動支援

価

基金条例

対象者 対象者

シ

を限定せず 事業期間 平

ー

成２１年度 ～

実施方法

ト

■直営　□委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２７年度

市

実績 ２８年度実績 ２９

民

年度実績 ３０年度計画

活

・市民活動支援基金へ

動

の寄附 ・市民活動支援

部

基金への寄附 ・市民活

一

動支援基金への寄附 ・

般

市民活動支援基金への

会

寄附
　金及び基金利子

計

の積立 　金及び基金利

市

子の積立 　金及び基金

民

利子の積立 　金及び基

活

金利子の積立
・寄附金

動

額482,055円 ・

支

寄附金額381,18

援

9円 ・寄附金額462

基

,241円 ・寄附金額

金

500,000円

　市

積

民や企業等へ啓発を行

立

い、市民活動支援基金

事

への寄附に対する理解

業

と協力を得られ、多額

担

の寄附を受けることが

当

でき

成果
た。

　より多

課

くの市民からの寄附の

市

増加を目指し、広報に

民

ついて、チラシ、市民

協

だより、ホームページ

働

以外の方法を検討する

課

必要がある。
課題

指標

款

名称（単位）
実績値 目

項

標値

２７年度 ２８年度

目

２９年度 ３０年度 ３２

担

年度

活動 市民活動支援

当

基金寄附件数（件） 2

係

8 28 28 30 35
指

協

標
活動
指標

　市民活動

働

を支援するための基金

推

は、県内では豊橋市、



6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 80,039 81,668 82,794 85,453 合計 82,794,185 円
委託料 82,794,185 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 80,039 81,668 82,794 85,453

職員人件費　② 4,309 3,517 2,094 2,730

総事業費（①＋②） 84,348 85,185 84,888 88,183

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

０

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 参加・協働
施策

平

体系
施策の内容 地域活

成

動の推進

目
　
　
　
的

　

２

市政の円滑な運営を期

９

するため、市の地域

主

年

た
る
内
容

○地域行政の

度

円滑な運営を期し、市

評

民生活の
行政事務を促

価

進し、市民生活の利便

）

性の向上 　利便性の向

刈

上を図る。
を図る。 ○

谷

市民だより等の配布物

市

を全世帯へ配布
○地区

事

内広報板の管理
　

位
置

務

づ
け

関連計画  

根拠法

事

令 刈谷市地区委員設置

業

に関する規則

対象者 市

評

民 事業期間 ～

実施方法

価

□直営　■委託　□指

シ

定管理　□補助・助成

ー

　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事

名

　
業
　
実
　
績

２７年度

担

実績 ２８年度実績 ２９

当

年度実績 ３０年度計画

部

・市民だより配布世帯

市

数 ・市民だより配布世

民

帯数 ・市民だより配布

活

世帯数 ・市民だより配

動

布世帯数
　55,36

部

5世帯 　56,563

一

世帯 　57,307世

般

帯 　58,500世帯

会

　市民だより等を地域

計

が直接配布することに

地

より、市民生活の利便

域

性の向上とともに、地

行

域活動の活性化を図る

政

ことがで

成果
きた。

　

事

地域と関わりを持たな

務

い世帯が増加しており

事

、市からの情報伝達が

業

行き届かないなど、地

担

域行政事務への影響が

当

懸念さ

れるため、自治

課

会加入促進を図る必要

市

がある。
課題

指標名称

民

（単位）
実績値 目標値

協

２７年度 ２８年度 ２９

働

年度 ３０年度 ３２年度

課

活動 市民だより配布世

款

帯数（4/1現在）（

項

世帯） 55,365 5

目

6,563 57,30

担

7 　58,500 60

当

,000
指標

 
指標

 

係

他市との
比較検証

地域支援係

2 1



支

遣
　成セミナーへ1名

援

派遣

　改訂された「第

係

2次刈谷市男女共同参

2

画プラン」について、

1

公募委員を含む男女共

1

同参画推進懇話会および庁内の関係

成果
部署で構成する推進部会を行い、施策の進捗状況に対する意見収集を行った。

　懇話会からの意見などを踏まえ、目標達成のためにより一層の事業推進が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 推進懇話会開催回数（回） 3 2 1 3 3
指標
活動 男女共同参画人材育成セミナー受講者数（延べ人数 10 11 12 13 14
指標 ）

・男女共同参画に関する個別計画を策定しているのは、県内36市12町1村（刈谷市策定）
他市との ・男女共同参画懇話会等を設置しているのは、県内33市6町1村（刈谷市設置）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 193 169 76 251 合計 75,900 円
報償費 75,900 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 193 169 76 251

職員人件費　② 4,701 3,517 465 2,964

総事業費（①＋②） 4,894 3,686 541 3,215

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込

Ｄ

0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

０

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

計画推進

基本施策 共生

平

・交流
施策体系

施策の

成

内容 男女共同参画の推

２

進

目
　
　
　
的

　男女が

９

互いにその人権を尊重

年

し、性別にか

主
た
る
内

度

容

○有識者や公募市民

評

から男女共同参画プラ

価

ン
かわりなくその個性

）

と能力を発揮できる男

刈

女 　の進捗状況及びプ

谷

ランの中間改定に対し

市

て
共同参画社会の形成

事

を目指す。 　意見をも

務

らう「男女共同参画推

事

進懇話会」
　の開催
○

業

県男女共同参画人材育

評

成セミナー（全8回）

価

　への派遣

位
置
づ
け

関

シ

連計画 刈谷市男女共同

ー

参画プラン

根拠法令 男

ト

女共同参画社会基本法

（

、ＤＶ防止法、女性の

様

職業生活における活躍

式

の推進に関する法律

対

１

象者 市民 事業期間 平成

）

２３年度 ～

実施方法 ■

会

直営　■委託　□指定

計

管理　□補助・助成　

名

□その他

担当部 市民活動部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２７年度実

般

績 ２８年度実績 ２９年

会

度実績 ３０年度計画

・

計

男女共同参画推進懇話

男

会の ・男女共同参画推

女

進懇話会の ・男女共同

共

参画推進懇話会の ・男

同

女共同参画推進懇話会

参

の
　開催　　　　　　

画

　 3回 　開催　　　

プ

　　　 　2回 　開催

ラ

　　　　　　 　1回

ン

　開催　　　　　　　

推

　3回
・男女共同参画

進

プラン推進部 ・男女共

事

同参画プラン推進部 ・

業

男女共同参画プラン推

担

進部 ・男女共同参画プ

当

ラン推進部
　会の開催

課

　　　　 　3回 　会

市

の開催　　　　 　2

民

回 　会の開催　　　　

協

 　1回 　会の開催　

働

　　　　　3回
・プラ

課

ン中間改定 ・愛知県男

款

女共同参画人材育 ・愛

項

知県男女共同参画人材

目

育 ・愛知県男女共同参

担

画人材育
・愛知県男女

当

共同参画人材育 　成セ

係

ミナーへ1名派遣 　成

地

セミナーへ1名派遣 　

域

成セミナーへ市民を派



1

施する事業への参加者 ― ― 63 80 100
指標 数

指標
　近隣では知立市、豊田市が市直営により婚活事業を実施

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 300 0 合計 300,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 300,000 円

一般財源 0 0 300 0

職員人件費　② 0 0 2,326 936

総事業費（①＋②） 0 0 2,626 936

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

０

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 共生・交流
施策

平

体系
施策の内容 男女共

成

同参画の推進

目
　
　
　

２

的

　婦人会活動の活性

９

化に寄与するとともに

年

、

主
た
る
内
容

　刈谷市

度

婦人会連絡協議会へ補

評

助金を交付し
若い世代

価

の結婚・出産・子育て

）

などの希望を 婦人会の

刈

結婚活動応援事業を支

谷

援する。
かなえる活動

市

を応援する。

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市まち・

務

ひと・しごと創生総合

事

戦略

根拠法令 まち・ひ

業

と・しごと創生法、刈

評

谷市自治基本条例

対象

価

者 市民 事業期間 平成２

シ

９年度 ～ 平成３１年度

ー

実施方法 □直営　□委

ト

託　□指定管理　■補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２７年度実績 ２８年度

市

実績 ２９年度実績 ３０

民

年度計画

　 　 ・婦人会

活

が行う以下の結婚活 ・

動

婦人会が行う以下の結

部

婚活
　 　 動応援事業に

一

対し補助金を交 動応援

般

事業に対し補助金を交

会

　 　 付 付
　 　 　・婚活

計

バスツアー（神戸） 　

結

・婚活セミナー
　　　

婚

――――――― 　　　

活

――――――― 　・婚

動

活TeaParty 　

応

・婚活バスツアー（予

援

定）
　・婚活TeaP

事

arty
※当該事業は

業

一般事務費事業
へ移行

担

　結婚を希望する男女

当

に出会いの場を提供す

課

ることができた。また

市

刈谷市婦人会連絡協議

民

会が他団体（刈谷商工

協

会議所）

成果
等との協

働

働により事業実施する

課

ことで、婦人会が行う

款

結婚相談事業を広く周

項

知することができ、ま

目

たネットワークを広げ

担

ることができた。

　事

当

業実施後の成果をどの

係

ように把握していくか

地

について、今後検討し

域

ていく必要がある。

課

支

題

指標名称（単位）
実

援

績値 目標値

２７年度 ２

係

８年度 ２９年度 ３０年

2

度 ３２年度

活動 刈谷市

1

婦人会連絡協議会が実



1

（決算） （予算） 事業

1

費内訳

事業費　① 12,695 12,209 12,503 13,511 合計 12,502,609 円
需用費 2,219,424 円

財
　
源

特定財源 480 500 494 358 役務費 263,783 円
委託料 9,646,031 円

一般財源 12,215 11,709 12,009 13,153 使用料及び賃借料 373,371 円

職員人件費　② 1,959 2,735 775 780

総事業費（①＋②） 14,654 14,944 13,278 14,291

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 国際プラザ使用料

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

０

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 共生・交流
施

平

策体系
施策の内容 国際

成

交流・都市間交流の推

２

進

目
　
　
　
的

　国際プ

９

ラザの良好な施設維持

年

管理に努め、

主
た
る
内

度

容

　施設の適正な維持

評

や保守管理を行う。
本

価

市の国際化・多文化共

）

生社会実現を担う拠
点

刈

施設として、利用者の

谷

利便性を図る。

位
置
づ

市

け

関連計画 刈谷市国際

事

化・多文化共生推進計

務

画

根拠法令 刈谷市国際

事

プラザ条例

対象者 対象

業

者を限定せず 事業期間

評

平成２４年度 ～

実施方

価

法 ■直営　■委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

２７年

担

度実績 ２８年度実績 ２

当

９年度実績 ３０年度計

部

画

・適切な利用環境の

市

提供 ・適切な利用環境

民

の提供 ・適切な利用環

活

境の提供 ・適切な利用

動

環境の提供

　国際プラ

部

ザの利用者に適切な利

一

用環境を提供したこと

般

により、利用者数の増

会

加を図ることができた

計

。

成果

　施設利用者の

国

ニーズに合わせて快適

際

に利用ができるよう検

プ

討・対応していく必要

ラ

がある。

課題

指標名称

ザ

（単位）
実績値 目標値

管

２７年度 ２８年度 ２９

理

年度 ３０年度 ３２年度

事

成果 国際プラザの利用

業

者数（人） 14,52

担

2 15,213 14,

当

529 15,500 1

課

7,000
指標

指標
　

市

県内の市町村の持つ類

民

似施設としては、名古

協

屋市、豊橋市、豊田市

働

、三好市のみ。
他市と

課

の
比較検証

款 項 目 担当係 協働

Ｃ
　
事
　

推

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

進

千円
２７年度 ２８年度

係

２９年度 ３０年度 ２９

2

年度

（決算） （決算）


